条件を満たした場合、
国民健康保険税が軽減される可能性があります。
　登別市では、条件を満たす方を対象に国民健康保険税の減免を行っております。ご自身が減免対象者となりえるかどうかご確認いただき、可能性がある場合は必要書類をご用意のうえ、減免申請をお願いいたします。
【減免の対象となる方】

　　次のいずれかの理由（以下、減免対象要件）により生活が著しく困窮し、保険税を納付することが困難であると認められる方が対象となります。
	ア
	納税義務者又はその世帯の生計を主として維持する者の収入が、死亡、心身の重大な障がい、疾病、負傷等により、著しく減少したとき

	イ
	納税義務者又はその世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により、著しく減少したとき

	ウ
	保険税の賦課期日（令和８年６月１２日）以後において生活保護法に規定する保護を受けたとき

	エ
	国民健康保険法第５９条の規定により、療養の給付等の制限を受けたとき

	オ
	ア～エと同程度の特別の事情がある場合であって、市長が特に必要があると認めるとき


　　※ア及びイにおける著しく減少したときというのは、令和７年１月１日から令和７年１２月３１日の所得金額に対し、令和８年１月１日から令和８年１２月３１日までの見込所得金額が２０％以上減少している状況をいいます。
　　※ア及びイにおいては、納税義務者又はその世帯の生計を主として維持する者の預貯金額が潤沢である場合、納付困難と認められないため減免不可となります。
　　《Ａさん（単身世帯）の場合》
　　・令和７年所得金額は４００万円
　　・病気になり仕事を辞めた
　　・令和８年見込所得金額は３００万円（前年に比べ２５％減少）
　　・預貯金額は２０万円
　　　⇒要件アに該当し、納付困難と認められるため減免可
　　《Ｂさん（２人世帯（子を扶養））の場合》
　　・令和７年所得金額は５００万円
　　・自営業で大きな損失が生じた
・令和８年見込所得金額は１００万円（前年に比べて８０％減少）
・預貯金額は７０万円
　⇒要件イに該当するが、納付困難と認められないため減免不可

【減免の内容】

　　減免対象要件アからオのいずれに該当するかにより、減免の内容は異なります。
　ア及びイの場合は、所得金額の減少割合に応じて減免割合が変動します。例えば、令和８年見込所得金額が令和７年所得金額に比べて、０％～２９％となった場合は保険税の７０％を減免します。ただし、減免の対象となる保険税（以下、減免対象税額とする）は納付期限が過ぎていないものに限られます。
	
	見込所得金額の割合
（令和８年見込所得金額が令和７年所得金額の何％なのか）
	減免割合
（減免対象税額のうち何％を免除することができるのか）

	カ
	０％～２９％
	７０％

	キ
	３０％～３９％
	６０％

	ク
	４０％～４９％
	５０％

	ケ
	５０％～５９％
	４０％

	コ
	６０％～６９％
	３０％

	サ
	７０％～８０％
	２０％


《Ｃさんの場合①》
・令和７年所得金額５００万円
・令和８年見込所得金額２００万円（前年に比べて４０％となった（クに該当））
・令和８年度保険税額２５万円（１～１０期　各月２万５千円）

・令和８年６月２０日に申請（１期の納付期限　令和８年６月３０日）
⇒納付期限が過ぎているものはないため、保険税額２５万円すべてが減免対象税額となる。このうち５０％が減免となり、減免後保険税額は１２万５千円となる。
《Ｃさんの場合②》
・令和７年所得金額５００万円
・令和８年見込所得金額２００万円（前年に比べて４０％となった（クに該当））
・令和８年度保険税額２５万円（１～１０期　各月２万５千円）
・令和８年１０月２０日に申請（５期の納付期限　令和８年１１月２日）
⇒１～４期は納付期限が過ぎているため、減免の対象とならない。そのため、保険税額２５万円のうち１～４期までの１０万円を除いた１５万円が減免対象税額となり、この５０％が減免となることから、減免後保険税額は１７万５千円となる。
※見込所得金額の考え方及び減免対象要件ウ、エ、オについては「登別市国民健康保険税の減免に関する事務取扱要綱」をご参照ください。
【減免期間】

　　減免対象要件エ以外は、いずれも申請書の提出があった日の属する年度に課された保険税のみ。

【手続方法】

　　減免を受けるためには、「国民健康保険税減免申請書」の提出が必要です。

提出にあたっては、添付資料が必要となりますが、こちらは減免対象要件がアからオのいずれに該当するかにより異なります。ア及びイの場合は、令和８年見込所得金額を確認するために、給与支払明細書又は源泉徴収票、年金支払通知書、雇用保険受給資格者証、傷病手当金支給決定通知書など収入を確認できる書類をご用意ください（源泉徴収がなされていない場合は、通帳などへの入金記録の写しでも対応可能です）。また、預貯金額の状況を確認させていただきますので、お手持ちの預貯金残高が記載されている通帳の写しもご用意ください（インターネットバンキングなどで紙の通帳がない場合は、該当画面のスクリーンショットをプリントアウトしてご持参いただく形でも対応可能です）。なお、減免対象要件ウ、エ、オについては「登別市国民健康保険税の減免に関する事務取扱要綱」をご参照ください。

必要書類が全て揃いましたら、それらと本人確認書類（運転免許証あるいはマイナンバーカード等）をご持参いただき次の窓口で手続きをしてください。

　市役所本庁舎　国民健康保険担当（１階④番窓口）、各支所

【留意点】

　　虚偽の申請その他不正の行為により、保険税の減免を受けたことを発見した場合、又は保険税の減免を受けるべき理由が消滅したと認めたときは、直ちに減免の全部又は一部を取り消します。
【お問い合わせ先】

　　〒059-8701　登別市中央町６丁目１１番地

　　　登別市役所　国民健康保険グループ　国保運営担当

　　　電話　85-1771（直通）
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